
１ 機構関連事業を創設する理由は何ですか。

２ 機構関連事業は、どのような要件を満たす場合に利用できるの

ですか。

＜土地改良法等の一部を改正する法律Ｑ＆Ａ集＞

・ 農業の成長産業化のためには、担い手への農地利用の集積・集約化が極めて重要であり、

平成35年度までに担い手への農地利用の面積シェアを８割に引き上げるという政府目標を

設定しています。

・ 今後、高齢化の進行等に伴い、農地中間管理機構への貸付けが増加することが見込まれ

ますが、基盤整備が十分に行われていない農地については、担い手が借り受けないおそれ

があります。

・ 一方、農地中間管理機構に農地を貸し付けた所有者は基盤整備のための費用を負担する

用意はなく、このままでは基盤整備が滞り、担い手への農地の集積・集約化が進まなくな

る可能性があります。

・ こうした中で、農地の担い手への集積・集約を加速化するためには、農地中間管理機構

とほ場整備事業の連携が不可欠であり、今般、農業者からの申請・同意・費用負担によら

ず、都道府県が基盤整備事業を実施できる制度を創設することとしました。

・ 農業の成長産業化のためには、ほ場整備事業と農地中間管理機構の連携強化を通じて、

① 担い手がまとまりのある形で農地を利用できるよう担い手への農地の集積・集約化を

促進するとともに、

② 農地を借り受けた担い手が長期間安心して実需者・消費者ニーズに応じた生産ができ

るよう環境整備をすること

が必要です。

・ このため、機構関連事業については、

① 一定規模以上の面的まとまりがある機構が借り入れた農地であること

② 機構の借入期間が相当程度あること

③ 担い手への農用地の集団化が相当程度図られること

④ 地域の収益性が相当程度向上すること

といった要件を設定したところです（第87条の３第１項）。



３ 機構関連事業はいつから実施されるのですか。

・ 機構関連事業については、

① 関連する政省令の改正や機構の事業規程の見直し

② 都道府県や市町村における条例改正

等の準備期間を確保する必要があることから、改正土地改良法の公布日から６月以内に施

行することとしています。

・ 予算については、次の予算編成がなされた場合、地域の実情を踏まえつつ、土地改良関

係予算として必要な予算額を計上していきたいと考えています。

４ 現行事業との間で不公平感が生じるのではないですか。

・ 機構関連事業は、担い手がまとまりのある形で農地を利用できるようにするとともに、

長期間安定して経営ができるよう環境整備をするため、一定の要件を設定し、その要件を

満たす場合に、従来の農業者負担分を国が負担することとしています。

・ 一方、現行のほ場整備事業は、各団地の農地面積の合計が平場で20ha以上、中山間地域

で10ha以上であることを採択要件としています。また、事業完了後５年以内に、担い手へ

の農地の集積率が85%以上かつ集約化率が80%以上となる場合、事業費の12.5%を国と地方

が折半で促進費として交付し、農家負担を実質ゼロとしているほか、過去の農家負担金の

軽減対策も講じています。

・ これらの点に加えて、過去に基盤整備を行った農地であっても、一定の要件を満たせば、

機構関連事業を実施することが可能としており、機構関連事業と現行事業の不公平感は生

じないと考えています。

５ 現行事業を実施している地域が機構関連事業に乗り換えること

はできますか。

・ 現行事業を実施している地域であっても、一定の要件を満たせば機構関連事業に乗り換

えることは可能です。

・ なお、既に工事が進捗している現行事業を機構関連事業に乗り換えようとする場合は、

① 現行事業を廃止するための同意等の手続を経た上で、

② 改めて本事業の要件に該当するか否かを審査する

こと（事業の早期完了が困難）になります。

・ いずれにせよ、地元の意向を踏まえた上で、都道府県が機構関連事業を実施するかどう

か決定することとなります。



６ 機構関連事業については、同意を求めないので、知らないとこ
ろで事業が行われるのではないですか。

・ 機構が農地の賃貸借を行うに当たっては、

① 機構に対し、あらかじめ、所有者・耕作者に対して機構関連事業が行われ得ることを

説明する旨を義務付けることとしており、

② 所有者・耕作者は、本事業が行われ得ることを承知して、機構との間で権利の設定が

行われることとなります。

・ さらに、事業計画の策定に当たり、所有者・耕作者に対する事業計画の公告・縦覧、審

査請求、裁決といった手続も用意しています。

・ このため、農業者の同意を求めずに事業を実施するからといって、知らないところで事

業が行われることはありません。

７ 法律の改正前に、既に農地中間管理権が設定されている農地に
ついても、機構関連事業の対象となりますか。

８ 機構関連事業に対する同意手続は不要としていますが、当該事
業に関する換地計画に対する関係権利者の同意は必要ですか。

・ 改正法では、機構関連事業の実施に当たり、事前に機構が所有者・耕作者に対し、事業

の実施があり得ることを説明することを機構に義務付けるため、機構関連事業は、改正法

の施行日以後に取得された農地中間管理権に係る農地を対象にしています。

・ 一方で、改正法の施行日前に農地中間管理権が設定されていた農地であっても、改めて

機構が所有者等に説明をし権利の更新・再設定をすれば、本事業の対象となります。

・ 換地計画に基づく換地処分は、工事前の土地（従前地）と工事後の土地（換地）に係る

個々の権利関係の変更、すなわち財産権の変動を伴うものであるため、その実施に際して

は、個々の権利者の同意・不同意を確認する必要があります。

・ このため、機構関連事業に係る換地計画についても、現行の土地改良事業と同様に、関

係権利者会議で所有者等の同意を得る必要があります。



11 突発事故対応事業について、災害復旧と同一の手続で実施する
ということは、農家に費用負担を求めないということですか。

・ 現行の土地改良法に基づく災害復旧事業については、基本的に、農業者の申請・同意・

費用負担なしで、国が実施しています（農業者に費用負担を求める場合は、改めて農業者

の３分の２以上の同意を得る必要）。

・ 自然災害によらない突発事故対応事業についても、災害復旧と同様の対応とします。

10 どのような農業用用排水施設が耐震化事業の対象となるのです
か。

耐震化事業を実施する農業用用排水施設の範囲は、市町村の「地域防災計画」等におい

て、大規模地震により施設が損壊した場合、下流の住宅や公共施設への影響が大きいと判

断された、ため池、排水機場、頭首工、ダム及びこれらの附帯施設とする考えです。

12 潮風被害は除塩事業の対象になるのですか。

除塩事業は、津波等の災害によって海水が浸入し塩害が生じた農地の塩分を除去するた

めに実施するものであり、潮風被害（野菜の葉に塩分が付着する被害）は対象とはなりま

せん。

９ 耐震化事業について、農家に費用負担を求めないとのことです
が、この分は誰が負担することになるのですか。

農業用用排水施設の耐震化事業については、現行でも、農業者負担を求めておらず、国

や地方の標準的な費用負担割合を示した指針（ガイドライン）に基づき、国、都道府県、

市町村で費用負担をしています。法改正後もこの点を変更することはありません。

13 申請人数要件を廃止するということは受益者が１人でも事業と
して認められるのですか。

国又は都道府県が行う土地改良事業については、法改正後は１人でも申請が可能となり

ますが、受益者が１人である事業については、現行の農業農村整備事業において受益者が

複数人以上であることを要件化していることから、現時点では認められません。



16 共有地の代表者を決める手続はどうなっているのですか。

・ 共有地の代表者の選任は、自薦あるいは他薦された候補者の中から、共有者間の話合い

によって行われることになります。

・ 具体的には、共有者間で

① 多数決によることが決められている場合は多数決で

② 全員合意によることが決められている場合は全員合意で

行われることとなりますが、いずれにせよ、その方法は共有者間に委ねられています。

・ なお、代表者が選任された場合は、土地改良事業の事業主体等に対し、その旨を書面で

通知することになります。

15 更新事業のうち同意徴集手続が簡素化されるものの範囲はどう
なっているのですか。

同意徴集手続の簡素化の範囲については、

① 省エネ型ポンプの導入

② 開水路のパイプライン化

③ ゲートの自動化・遠隔操作化

④ ゲリラ豪雨対策としての排水機場の能力向上

等を想定していますが、今後、その範囲について通知等において明示してまいります。

14 申請人数要件が廃止されれば、地域の合意形成も必要なくなる
のではないですか。

・ 今般の法改正により、国又は都道府県が行う土地改良事業の申請人数要件を廃止し、一

人でも申請が可能となるようにしたところです。

・ しかしながら、一般的な土地改良事業を実施するためには、

① 申請者が事業計画の概要を作成し、事業地域の農業者の３分の２以上の同意を得ること

② 換地を行う場合には、換地計画について、関係権利者会議で所有者等の同意を得ること

が必要であり、この点については、申請人数要件が廃止されても、変わることはありません。

・ これらのことを踏まえると、引き続き、土地改良区が中心となって、集落での話合いを

進め、合意形成を図っていくことになると考えています。
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